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三原市短期集中型通所サービス事業業務委託仕様書  

 

１　業務名称　  

三原市短期集中型通所サービス事業  

２　目的　 

高齢者は歳を重ねるごとに、身体的には健康から、フレイル、要介護状態へと変化し、

社会的には、社会参加の減少、外部とのつながりの減少、社会との遮断へと変化する。こ

の事業の目的は、身体面と社会面に対し、短期間に専門職が集中的に介入し、本人の伴走

支援をすることで、自走につなげ、自立的期間をできるだけ延ばすことである。対象者に

とって、より良い状況に近づけることができるよう、対象者が望む身体的・社会的目標を

見つけ、目標を達成できるよう導くことが本事業である。  

３　対象者及び状態像  

（1）対象者 

　　　市内に住所を有する事業対象者又は要支援者で、訪問アセスメント支援（居宅や地

域での生活環境を踏まえた適切な評価のために実施するリハビリテーション専門職及

び地域包括支援センター職員等による訪問調査及びアセスメント）を受け、短期集中

予防サービスの利用が適切であると認められたもの。 

　　　ただし、介護予防相当通所サービス、基準緩和型通所サービス、通所リハビリテー

ション等通所型サービスとの併用は不可とする。 

（2）状態像 

　　①身の回りの動作（ADL）は概ね自立しているが、生活行為（IADL)の一部が行いに

くくなっており、専門職の指導を受けながら短期集中的にサービスを受けることに

より、生活機能の向上が見込め、自立した生活を営むことができる者  

　　②短期集中的なサービスの利用により、自分でできる生活行為を増やしたい、社会と

繋がり元の状態に戻りたいという意欲がある者  

４　委託期間  

契約日～令和９年３月３１日  

５　業務内容 

生活機能の維持・向上を図る観点から、専門職の指導のもと、単に運動器の機能向上、

栄養状態の改善、口腔機能の向上等だけを目的にするのではなく、セルフマネジメント

により自信を持って生活することを可能にし、アセスメントで突き止めた生活の不安の

原因を解消するプログラムを実施する。 

提供するプログラムは、通所型サービスを基本とし、利用者の状況に応じて、訪問型

サービスを提供すること。訪問型サービスが提供できない場合でも、電話等を活用した

訪問型サービス以外の方法によって、利用者の状況を把握し、生活機能の維持・向上を
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図る支援を行うこと。  

また、サービス利用中から自宅での運動や訓練に関しても提案を行い、事業が終了し

た後もセルフケア、地域活動をはじめとした社会的な繋がりが継続するようサービスを

行うものとする。 

（1）通所型サービス 

　　ア　実施プログラム  

（ア）利用者１人につき、週１回、同一曜日で２時間程度を１２回まで実施し、概

ね３か月間のプログラムとする。  

（イ）事業目的に基づき、利用者の心身の状況や個人因子及び環境因子に応じて次

号のプログラムを実施する。個別課題に応じた個別プログラム（生活目標）を

作成し、利用者に提供する。  

　　（a）社会参加プログラム  

　　（b）IADL プログラム 

　　（c）介護予防教育プログラム  

　　（d）運動機能広報プログラム 

　　（e）口腔機能向上、栄養改善プログラム  

　　（f）生活行為指導、生活環境や道具の工夫に関する助言  

（ウ）個別プログラム（生活目標）の作成については、訪問アセスメント支援で得

た生活課題、ケアマネジャーから提供されたケアプラン及びアセスメント票等

により、リハビリテーション専門職等が課題解決につながるプログラムを作成

するものとする。  

（エ）毎回来所時には、バイタルチェックを実施し、その後、個別に身体状況の確

認や、自宅での生活、課題への取組状況の聞き取りを行う。身体状況に変化が

ある場合は、直ちに個別プログラム（生活目標）を見直し、状態に合わせた支

援を提供する。 

（オ）常に利用者に対し、取組の継続や、課題解決へのモチベーションの維持、自

立への意欲を向上する声かけを行う。また、グループでのモチベーションを上

げるためのワーキングを行う。  

（カ）終了時には、個別プログラム（生活目標）の達成度について、利用者自身に

よる自己評価及び職員によるプログラムの成果についての評価をいずれも行う

こと。  

また、当該評価の内容及び結果を取りまとめた書面を作成し、プログラム終

了後３０日以内に発注者へ提出すること。 

（キ）卒業後の社会参加についても、早期から視野に入れ、生活支援コーディネー

ターと連携すること。  
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（ク）短期間で卒業を目指した取組を実施することとし、参加者の状態として、改

善率５０%以上、維持率３０%以上を担保すること。 

（ケ）通所型サービスの実施に当たっては、介護予防・日常生活支援総合事業のガ

イドライン（厚生労働省）を遵守すること。  

（2）訪問型サービス 

通所サービス提供中においては、必要に応じて一人につき上限３回の範囲内で自宅

を訪問し、生活行為指導、生活環境や道具の工夫、目標達成及び地域活動等の社会参

加につなげる支援を行うことができることとし、その実施回数は、前項の回数と別に

実施できる。  

（3）ケア会議  

　　　初回、中間、終了時において、目標の設定、目標の達成状況、身体機能、社会参加

の改善状況等について、関係者と共有を行うケア会議に出席すること。なお、ケア会

議への参加に係る費用については、委託料に含むものとする。  

６　委託業務の人員基準等 

　受注者は、当該サービスの提供に当たる従事者は１名以上かつ、リハビリテーション

専門職（理学療法士または作業療法士）、保健師・看護師など、生活・運動指導及び健康

管理ができる者を配置する。  

（1）従事者の資格要件  

　　　従事者は、本事業の目的を理解し、高齢者の生活機能の維持・向上に関する専門的

知識および支援経験を有する者とする。  

（2）研修受講義務  

受注者は、当該サービスの質の向上及び従事者の資質向上を図るため、広島県又は

三原市が本事業に関連して開催する研修、説明会、研究会等について、原則として当

該業務の従事者を受講させなければならない。  

また、受講した内容については、必要に応じて事業所内で共有し、サービス提供に

反映すること。 

７　事業実施場所　　  

　　安全に事業を実施できる場所とする。  

　　介護事業所内で実施する場合は、他の介護サービス提供に支障がないように実施する

こと。また、同一事業所において、他の通所サービスと同時に提供する場合は、本業務

委託により、集中的に行うプログラムが効果的なものになるよう、他のサービスと時間

や場所、グループを分けて実施するなど、一体的に行わないこと。  

８　利用者負担  

　　利用者の自己負担額は無料とする。ただし、サービスの利用において実費が生じると

きは、利用者に実費負担を求めることができる。  
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９　実績報告書の提出  

（1）受注者は、各月のサービス提供終了した日から３０日以内に、月毎に個別の短期集中

型通所サービス利用状況を発注者（三原市高齢者福祉課）に提出する。 

（2）また、併せて短期集中型通所サービス請求書により、委託料を請求する。 

（3）発注者は、前項の請求を受けた日から３０日以内に委託料を支払うものとする。  

１０　委託料  

実績報告及び請求内容の確認後、委託業務の実施に要する費用として別表に定める事

業費に利用実績を乗じた額を支払うものとする。  

１１　送迎サービス 

　　送迎については．利用者と話し合いの上、利用者の状態に応じた送迎を受注者におい

て実施すること。ただし、受注者の最終責任において効率的・効果的な事業実施のため、

送迎業務を再委託により行うことは差し支えない。 

１２　個人情報の保護 

　　業務の実施にあたり、個人情報の漏えい、減失等の防止、その他の個人情報の適切な

管理のための必要な措置を図ること。また、業務に従事しているもの及び従事していた

ものは、当該事業に関し知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用して

はならない。別記「個人情報取扱特記事項」及び「情報セキュリティに関する特記事項」

を遵守しなければならない。 

１３　安全管理体制 

　　委託事業を安全に実施するために、事故発生時の対応を含めた安全管理マニュアルを

整備すること。また、実施に当たっては、有事に際して速やかに対応できる体制を整え

ること。なお、事故等が発生した場合は直ちに市高齢者福祉課に報告すること。 

１４　書類の整備 

(1) 提出書類に掲げる事項に変更があったときは、１０日以内に市長に届出ること。 

(2) 委託事業者は、事業を遂行するに当たり、必要な書類を整備し、委託業務の終了後

５年間保存すること。　 

１５　苦情・事故等の対応 

(1) 委託事業者は、利用者に対するサービスの提供により苦情・事故が発生した場合は、

市、当該利用者の家族、当該利用者に係る地域包括支援センター等に連絡を行うとと

もに、必要な措置を講じなければならない。 

(2) 委託事業者は、前項の苦情・事故の状況及び事故に際して採った処置について記録

しなければならない。 

(3) 委託事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場

合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

１６　その他  
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（1）事業の実施に当たっては、市及び地域包括支援センターと緊密に連携すること。  

（2）契約書及び仕様書に定めない事項については、発注者受注者協議の上、定める。不明

な点については、発注者と協議を行うものとする 

 

別表 
 区分 一人あたり単価 上限

 通所型サービス ８，０００円／回 利用者１人あたり１２回まで

 訪問型サービス ８，０００円／回 利用者１人あたり３回まで


